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NPOの成長戦略論に関する一考察

　服部　篤子
HATTRI  Atsuko

1.　はじめに

1998年の特定非営利活動促進法（NPO法）施行以降、特定非営利活動法人（以下
NPO法人）は、その数が 4万 4千を超え、多様な活動に伴い、社会的認知を高めてき
た。経済規模をみると、大宗は小規模であり、1億円以上の収入をあげる NPOは 7％
と 1割に満たない。10年前（2002年度）には、当時認証を受けていたおよそ 1万団体
のうち、1億円以上の収入を得る NPO法人は、2％程度を占めるに過ぎなかったこと
を考えれば、NPO法人の規模は徐々に拡大してきたがそのペースは遅い。これまで、
NPOは、地方自治体や財団など官民双方から、NPO育成を意図した資金提供を受け
てきたが、依然、組織の基盤強化を必要とし、非営利セクターへの資金循環にむけた
支援策が講じられている段階にある。例えば、各地方自治体が提供するボランタリー
活動助成制度や内閣府の緊急雇用対策として行われた「地域社会雇用創出」事業は、
立ち上げ資金としてアーリーステージの NPOに有益なものであり、また、「新しい公
共」支援事業においては、コンサルテーション等の経営支援によって組織基盤強化を
意図したものであった。
しかし、非営利セクターの中でもソーシャルビジネスや事業型 NPOのように、社

会的側面のみならず経済的インパクトをも生み出すことを目的とした事業や法人に注
目が高まる一方で、いかに事業を普及させていくのか、あるいは、組織運営をいかに
安定させるのか、事業を拡大させるための十分な議論や支援策が講じられているとは
言えない。欧米では、特に、Crutchfield and Mcleod-Grant （2012）が指摘する通り、
1990年代から 2000年代にかけて「スケーリング」の議論が活発となり、自らのミッ
ションを追求するための持続可能な事業展開のためには、組織規模を大きくする「ス
ケールアップ」が必要である、ということが論じられてきた。近年は、社会課題を解
決するために、いかに組織外のネットワークを広げ、コミュニティでの成功モデルを
より迅速に他の地域に展開する「スケールアウト」ができるのか、そのためにはどの
ような支援が必要か、という点に関心が移行している。もっとも日本においても、事
業型 NPOのノウハウを移転させて、他地域の課題解決を図ることを目的としたスケー
ルアウトを支援する動きはあるが、まずは、注目される事業の芽がより強固に、持続
可能な事業として成長する戦略をとった上で、その事業展開を広げるメリットやイン
パクトを高めることが見込めるのではないだろうか。そこで、本稿では、まず、非営
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利セクターにとっての事業規模の拡大の論点を整理し、現状を分析するとともに、非
営利セクターにおけるスケーリングを意図した戦略論の研究と実践の必要性を問うも
のである。

2.　NPOの成長とは

NPOの成長は、セクター全体、そして、組織、個別事業、リーダー個人の観点から
分析することができるが、ここでは、組織に着目し、その成長の尺度を量的拡大と質
的拡大に大きく分けてみることとする。量的拡大の場合は、有償無償のスタッフや顧
客の増大、拠点や店舗の拡大、販路や展開エリアの拡大、事業収益や利益率の向上な
ど営利セクター同様に経済規模の拡大を意味する。一方、質的拡大とは、受益者の満
足度の向上、利害関係者や連携する組織のネットワークの拡大、活動の認知の拡大、
さらには、事業モデルが広がることや地域社会のつながりが強化されること、など、
使命を達成するために重要視されるプロセスを意味する。中でも、組織単体の量的成
長ではなく、社会に与える影響力が高まることが、成長の指標として重要であり、営
利セクターの評価軸と異なる部分がある。つまり、質的にどのような変化が起こった
のかという視点が重要であり、NPOの成長とは、質的変化を意味すると言えるのでは
ないか。質的変化は、米国では、「社会インパクト」という用語を用いて、何が変化し
たのかという「成果（アウトカム）」で組織評価を試みていることと一致する。

NPOが成果を重要視しなければならないという視座は、「ベンチャーフィランソロ
ピー」の概念の定着が背景にあるが、既に P.F. Druckerの非営利組織に関する論文に
みることができる。「非営利機関は、人と社会の変革を目的としている」とし、そのた
めには、NPOは、まず、「組織の強みと成果に目を向けなければならない」と、NPO

のマネジメントの重要性を説いた。設定した使命を具体化して事業を進め、「しかるべ
き成果をあげられそうか」、「自分たちの強みを発揮できそうか」目標に向かって、常
に問い続けることが必要であることを示した。NPOは、社会の根幹となる問題に取り
組むことを使命とする場合が多く、社会の変化には長期間を要する。しかし、成果目
標を設定し、その振り返りをこれまで以上に明確に、資金提供者や社会に見せていく
ことが求められるようになった。複雑な社会課題の取り組みには、多様な利害関係者
が存在するため、どのような成果を想定するのか、そしてそれをどう実施するのか、
戦略が必要となる。J.Kania&M.Kramer （2011）は、社会インパクトをいかに高めるこ
とができるか、という調査研究を進めているほか、社会インパクト評価において 2000

年以降多数論文が発表されてきた（図表）。そこで、まず、成果（アウトカム）をいく
つか分類し、その事業がどのような戦略をとっているのかを整理した。

3.　アウトカムからみた事業類型

多様な NPOの中でも、事業を推進する NPO等を抽出し、事業の成果で、人的な資
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源、金銭的資源、地域社会の資源に変化をもたらした NPOを分類した。
1つめは、人材育成プログラムなどや啓発活動を通じて、市民、個人の行動の変化

を促す「啓発・人材育成」事業。
2つめは、社会的不利者を直接雇う「雇用創出」事業。
3つめは、市場にサービスや商品を提供することで、消費者や社会にメッセージを

送り、消費行動を変化させて新たな資金循環を促す「市場取引型」事業。
4つめは、地域社会のつながりを構築し、豊かにする「地域資源醸成・コミュニティ

再生」事業である。
例えば、フェアトレードが、途上国の生産者を育成し、市場を通じて商品を提供し、

啓発活動とともに、消費地の生活者の行動を変化させるように、実際には複数のアウ
トカムを見いだすことができる。具体的な事例を盛り込んでそれぞれの事業類型の特
徴をみることにする。
啓発・人材育成型は、例えば、米国ハウジングワークスにみることができ、その使

命を HIV感染者の癒しとなるコミュニティであること、そして、HIV感染者やホーム
レスの人々をアドボカシーやサービスの提供そしてソーシャルビジネスを通じて減少
させていくこと、としている NPOである。リサイクルショップや書店を運営し商品・
サービスを提供する際には、店内のメッセージにおいても事業目的を消費者や生活者
に伝える工夫をしていること、コーズ・リレイテッド・マーケティング（CRM）など
ソーシャルマーケティングを実施するなど、人々の行動変化を促すコミュニケーショ
ン手段に特徴がある。また、リサイクルショップのマネジャーには、ラルフローレン
など大手ファッションメーカーでの店舗展開に実績のある人材を採用していた。
雇用創出型は、幅広い展開がみられ、例えば、社会的不利者に研修や就労支援を行

う NPO、あるいは、株式会社スワンのようにビジネスの利益と障がい者の自立の双方
を目指すソーシャルビジネスがある。また、障がい者同士が支えあう相互扶助による
自立支援を行っている米国のファントムハウスは、そのハウスで食事やジムなど日常
を過ごす人、就労支援を受ける人、仕事をこなす人などが行き交うコミュニティを形
成している。その事業モデルは共感を得て各国に展開されており、この雇用創出型は、
地域、国を超えて事業モデルやネットワークが広がる特徴をもつ。
市場取引型は、事例として、大地を守る会やコーヒーのフェアトレードのパイオニ

アである英国カフェ・ダイレクトなど、既存の市場にはない新たなサービスを提供し
て市場を創造するというイノベーションを起こしてきた事業をみることができる。カ
フェ・ダイレクトは、1991年、オックスファムなど 4つの NGOによって設立された。
フェアトレードは、その意味合いを知らせるラベルをもって社会にメッセージを送っ
てきたが、英国では、大手スーパーがプライベートブランド商品でフェアトレードを
提供する中、競合が激化してきた。規模の拡大までは多様な支援を必要とし、その後、
成長する過程で一般市場との競合が生じる特徴がある。カフェ・ダイレクトの戦略担
当は、質の向上のために、生産者の意欲を高めるオーナシップの考えを導入し、販路
を海外に拡大させ、株式公開を図るなどビジネスセクターと同様の戦略をとりながら、
社会とのコミュニケーションに特徴を出す。また、事業の拡大に伴い、代表は、創業
者から経営に適した人材へと交代した。



̶ 54 ̶

地域資源醸成・コミュニティ再生型は、国内外の地域や途上国のローカルマーケティ
ングなどに事例を多くみることができ、地域資源の再活用と異質な関係との連携を含
むネットワークに大きな特徴がある。職人の技術、建造物、景観、歴史、慣習など人
材や資金だけではなく、地域がもつ多様な文化や物事をリソースに転換することがで
きれば強みとなる。しかし、地域間でのネットワークを醸成するのは容易ではなく、
そこに、共感するストーリーや共有できる課題認識をもつ工夫が鍵となる。
これらの社会的影響力を強めた複数の事例を大きく 2つの戦略に分けることにした。

1つめは、非営利の特徴である異なる組織やセクターとの連携を図り、市民参加を促す
ことで社会インパクトを高める場合であり、「エコシステムを構築」しながらスケール
アップしていく戦略である。2つめは、営利企業がとってきたビジネス手法を展開し
て「ブランド構築」や「グローバル展開」を図る場合である。ただし、N.Kylander&C.

Stone （2012）は、非営利セクターにおけるブランド戦略とは、対外的なコミュニケー
ションによる収益の向上や認知度の向上を図るためだけではなく、組織内の多様な関
係者のつながりを強化すること、相互の信頼関係を構築すること、そして、組織の使
命や価値を共有する手段として重要な役割を果たすものであることを示した。また、
成長戦略に欠かせないグローバル展開には、ソーシャル・フランチャイズと称するネッ
トワークの拡大を行う手法が主流化しているが、本体と新たに参加する組織との資金
的な視点からみると相互の関係性は、一般の営利セクターが行うフランチャイズ展開
と異なるものである。
戦略の分類は、今後、事例調査の数を増やし根拠づけていく必要があり、営利セク

ターの戦略との共通点相違点についてどのように整理していくことができるかが課題
である。具体的に、ティーチ・フォー・アメリカ（以下、TFA）の戦略について考察
し、今後の調査研究の方向性を検討したい。

4.　成長戦略の一例：TFA

戦略担当責任者である TFAの副代表及び、TFAの国際展開をするティーチ・フォー・
オール（Teach for All）の担当者へのヒアリングに基づき、TFAの戦略を考察する。

TFAとは、1990年、プリンストン大学に在籍していたウエンディ・コップが創設
した NPOである。貧困地区の子どもたちは学業レベル低く、高校卒業率が 50％とい
う地区があるという教育格差に着目し、全ての子どもたちに教育の機会と人生の選択
肢を増やすことを目的に活動を始めた。具体的には、アイビーリーグの大学卒業生を
中心として卒業後 2年以上小中学校に出向き、正規採用の担任教師として情熱をもっ
て働くことであった。日本同様、教師の資格がなければ教えられないため、代替資格
（alternative certification）という、従来の資格とは異なる方法で正規の教員となるよう
ロビー活動をして法律を変えることに成功した結果である。
現在、NPOにもかかわらず、文系の大学生の就職ランキングで常に上位にくること

からリーダーシップ教育として社会から期待され注目されている。事業規模は、2.7億
ドル（2011年度）の収入であり、9割を寄付や助成金で占める寄付型モデルであるが、
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2つの特徴がある。1つは、政府から 25％、大企業から 15％、個人から 30％、財団か
ら 30％という資金調達の目安を持ち実行していること、2つは、全国レベルより地域
の問題に地域の人々は寄付する傾向にあるため、地域ごとに資金調達を行い集約して
全体の予算としていることである。W.L.Foster, P.Kim, &B.Christiansen （2009）は、資
金調達を 10のモデルに整理したが、地域から資金を集め全国規模の活動をするローカ
ル・ナショナライザー型（local nationalizer）と分類したモデルである。一方、ティー
チ・フォー・オールは、多国籍企業から資金を得ている。

2000年には、13地域、1,000人のコープと呼ばれるメンバーが教員として参加し、
10億円の予算で実施した。2005年に 4,000人のメンバー、22の地域、50億円の予算
と拡大し、2012年度は、46地域でメンバーは、1万人を超えた。同窓生は 4万 5千人
に及ぶ。2010～ 2015年の 5か年計画では、1万 5千人のコープメンバーが 60地域で
活動することを目指している。
最初の 3年間は助成金をもって事業を広げたものの、94年から資金繰りが難しくな

り継続の有無を検討することに直面した。95年に評価を行い、以後 5年ごとに「ミッ
ションを果たすための組織内外にある機会や課題を把握し、次の 5年間における優先
事項は何かを明らかにしている。全米各地にある TFAのオフィスから意見を集約し、
その内容を分類して具体的に課題を特定し、それぞれの問題を扱う委員会を設置して
取り組む体制とした。
優先事項は、まず 1つは、教員の能力を重視したことである。当初、優秀な学生は

高収入の就職先を選択するという考えから優秀な学生の確保は無理だと指摘された。
しかし、求める教員の質の高さが社会に理解されるようになると応募者数が飛躍的に
伸びていった。また、同窓生が、より早く学校長になること、選挙で立候補すること、
教育関係に影響を及ぼす地位につくこと、などリーダーシップを発揮できるように取
り組んだ。例えば、コロラド州で同窓生の上院議員は、画期的な教員評価法を議会で
通過させた。同窓生の 3分の 2は教育関係の分野で働いている。
また、コープメンバーの採用にあたって、カリスマ性ではなく、人々に動機づけの

できる能力、つまり、人々の動機を理解し、信頼し、同じ問題意識を持つ人々を共通
のゴールに向けて動かす力を重要視してきた。選択基準に、組織力、問題解決能力、
自立した考え方をもつことを求めるのみならず、人々や地域に対する尊重心が含まれ
ている。コープメンバーは、「未来の指導者による社会運動」という位置づけをしたこ
とにより、事業の方向性がより明確になった。

2つは、組織の多様性を促進するために規模の拡大戦略をとることであった。社会
環境と同等以上に組織に多様性があることが必要だと考え、アフリカ系アメリカ人な
ど人種のバランスの見直しや、また低所得層出身者を 2倍に拡大しようとした。アフ
リカ系アメリカ人は、平均的に、大学新入生の 5％にすぎず、40％は卒業しないこと、
また、貧困の中で育ち最高学府で学んでいる学生は、TFAの仕事を目指していないこ
とから、組織の多様性を拡大するためのリクルートは容易ではない。教育の不平等性
についての学生と親の考え方を変えるようコミュニケーションをとって説得してきた。

3つは、組織への投資である。主要な資金源を収益事業としていない寄附型モデル
は、人件費の確保が難しいため、人的資本への投資が不十分であった。成長に必要な
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投資を積極的にする方針とし、事業の資金配分を変えて人材への投資やマーケティン
グを強化した。

TFAの成長戦略はどのようなアプローチで分析し、整理していくことが他の事業の
成長戦略に有効か見出すために、ディーク大学ヒュークワビジネススクールにある社
会起業家精神の研究に着目した。

5.　スケーリングの説明変数と今後の調査研究

デューク大学のビジネススクールの CASE（Center for the Advancement of Social 

Entrepreneurship）は、社会インパクトを拡大させる研究（Scaling Social Impact）を
実施してきた。中でも、P.N.Bloom （2010）は、事業をより効率的に、そしてより影響
力をもつことを説明する「スケーリング」の要素は何か、米国 NPOの調査に基づいて
計量経済分析を行い、有意に働く 7つの変数を抽出した。

1つめは、人材（staf fing）であり、組織内にスタッフを効率よく配置しまた優秀な
スタッフを引き留めているか、不足する労働力を補うためにボランティアを集められ
るか、有益な人材を理事として引き付けてくることができるか、定期的に戦略立案を
おこなっているかといった視点から人材を見直すものである。

2つめは、コミュニケーション（communicating）であり、組織のストーリー性を社
会に認知させたか、組織が生み出してきた価値を資金提供者に知らせることができて
いるか、取り組んでいる課題解決につながるように行動を変える個人に訴えかけてい
るか、を評価している。

3つめは、連携の構築（Alliance-building）であり、ウインウイン関係になる組織と
パートナーシップができているか、新しいプログラムを進める時単独でしようと試み
ているか、単独でする以上のことを連携することで達成しようとしているか、成功を
共有しようとしているか、という視点を示している。

4つめは、ロビー活動（Lobbying）であり、政府機関等に働きかけて、自らが取り
組んでいる活動に対して資金提供を得られたか、政府機関等が活動にとって有益な法
律や制度、規制を設立することになったか、そして、その取り組んでいる課題が公共
政策のより重要な位置づけとなったか、を問うている。

5つめは、収益事業（Earning Generation）であり、組織が提供する商品やサービス
の収入が収益源の主要な位置づけにあるか、組織にとって主要な収益源となる寄付者
や支援者を開拓しているか、持続可能な組織に導く事業や活動に対して資金調達をす
る方法を見出しているか、が具体的項目となる。

6つめは、技術移転・汎用性など複製展開（Replicating）であり、複数の地域、環境、
状況のもとで、効率的に自らの活動やシステムは機能することができるか、また、容
易に自らのプログラムを複製、展開することができるか、複数の地域で、自らのプロ
グラムを管理し調整することができるか、をみている。

7つめは、市場創出、市場の力を活かすこと（Stimulating Market Forces）であり、
活動を支援することを通じてビジネスが資金を得られることを論証できているか、商
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品やサービスを支援することで消費者が節約しえたことを明らかにすることができる
か、課題の解決に市場の力を信頼できるか、という評価項目であった。
これらの変数は、スケーリングにはどの変数が強みとなり、あるいは弱みがあるか

を発見する自己評価に使われている。
TFAの場合は、収益事業を除く、人材、コミュニケーション、ロビー活動、連携、
技術 移転展開、市場の力、に戦略性を見出すことができた。今後、個別の多数の NPO

に対して財務評価と事業評価を通じて具体的な成長戦略を見出すこと、さらに、成長
戦略を構築するにあたってどのような理論が導かれるのかについて、更なる調査研究
を実施していく。
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アウトカム、インパクト評価に関する論文一例


